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．緒 言
本邦では，日本肥満学会が定める肥満の判定基
準 ）である （ ） 以上の者が，
男性を中心に年々増加しており， 年の統計 ）で
は 歳台から 歳台にかけてすべての年台で約
が肥満に該当している．肥満が問題となる理由は，
高血圧 ）や脂質代謝異常 ），糖尿病 ）などの慢性疾
患を惹起しやすく，心血管病の罹患 ）や心血管病に
よる死亡リスク ）を有意に高めることが明らかと
されているからである．また，これらの相乗作用
として，総死亡のリスクが高まることも報告されて
いる ）．
肥満と慢性疾患が関連する背景には，体脂肪の過
剰蓄積だけでなく，体脂肪の蓄積部位（体脂肪分布）
が深く関与しているとの指摘がある ）．特に，
腹腔内の腸間膜や大綱に蓄積した脂肪組織，すなわ
ち内臓脂肪（ ）が，慢性疾患の発症
に大きく寄与することが示唆されている ）．さ
らには， の蓄積が男性における総死亡の独立し
た予測因子であることが，最近の研究で報告され
ている ）． と慢性疾患が関連する機序として，
） は皮下脂肪（ ）に比べて
脂肪組織由来の生理活性物質やホルモンなどの分泌
（ ）
（ ） （ ）
（
） （ ）
（ ）
（ ）
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が盛んであり，これらの産生・分泌の異常が高血
圧や脂質代謝異常，糖代謝異常などを媒介するこ
と ）， ）脂肪分解活性が高い から門脈を介
して遊離脂肪酸やグリセロールが高濃度で肝臓に運
ばれ，リポ蛋白代謝異常や膵臓におけるインスリン
の分泌異常，末梢組織におけるインスリン抵抗性を
惹起すること ）が挙げられる．このような背景を
考慮すると，我が国における死因の約 を占める
心血管病と脳血管疾患などの動脈硬化性疾患 ）に
対する一次予防の観点から， の蓄積を予防，改
善させることは極めて重要である．
の蓄積は肥満と同様に身体不活動やエネル
ギーの過剰摂取に起因すると考えられ ），
を減少させるには運動実践や食事制限（改善）により
エネルギー出納を負にすることが重要となる．これ
まで，多くの研究者によって運動実践と食事改善の
組み合わせが を効果的に減少させることが報
告されている ）．しかしながら， に対す
るそれぞれの単独効果は明らかではない．運動実践
が の減少に寄与する機序については，いくつ
かの研究成果が報告されており，同程度の体重減少
幅であるならば，食事改善による減量よりも運動実
践で， は大きく減少することが示唆されている．
例えば，運動実践，特に有酸素性運動によって，脂
肪合成の主要酵素である の活
性およびその の発現が より の脂肪
細胞で著明に減少する ）こと， は よりも，
運動時に血中濃度が増加するカテコラミンの刺激を
介した脂肪分解作用に対して感受性が高い ）こ
と，インスリンによる抗脂肪分解作用に対する感受
性が低い ）ことなどである．しかしながら，同
一の研究で運動実践と食事改善が に及ぼす影
響を比較したものは限られており ），その効果
の違いは十分に検討されているとはいえない．ま
た，白色人種と比べ，肥満度や腹囲，年齢に違いが
なくても が多いとされる日本人 ）において，
運動実践単独と食事改善単独が の減少に及ぼ
す影響を検討した研究は一報のみである ）．その
一報も，中年肥満女性を対象にしており，肥満者の
増加が顕著な中年男性を対象とした研究は見当たら
ない．
そこで本研究では，中年肥満男性において，体重
減少量が同程度ならば運動実践では食事改善に比
べ， が大きく減少するという仮説を設定し，こ
の仮説を検証することを本研究の目的とした．
．方 法
．対象者
本研究の対象者は中年肥満および肥満傾向の男
性 名であり，そのうち，運動（ ）群が
名，食事（ ）群が 名であった．なお，教室
には 群 名， 群 名が参加したが，ドロップア
ウト者や欠損値がある者，出席率が に満たない
者を最終的な解析の対象から除外した． 群の対象
者は茨城県つくば市およびその近隣自治体の広報
誌，地域情報誌を通じて募集した．一方， 群は筑
西市の地域住民であり，同市の保健事業の参加者で
あった． 群の対象者は同市の広報誌，全戸回覧，
公共施設および民間施設へのポスター掲示，筑波大
学からの通知および基本健康診査時における保健師
の助言などを通じて募集した．募集の際は 群，
群ともに， ）身長から体重を引いた数が 以下，
）腹囲が 以上，の二つを満たすことを参
加の条件とし， 以上，腹囲 以上であ
ることを確保しようと試みたが， の基準に合
致しない者が 群に 名， 群に 名，腹囲の基準
に合致しない者が 群に 名含まれていた．
すべての対象者に研究の目的や運動および食事教
室の内容，測定内容を十分に説明し，書面にて研究
協力への同意を得た．なお，本研究は筑波大学に帰
属する倫理委員会の承認を得た．
．運動および食事教室
群の対象者は 年 月に筑波大学にて開
催された運動教室に参加した．運動教室は 週間で
あり， 回 分間，週 回で構成された．運動内容
は， 分間の徒手体操を中心とした準備運動，
主運動として 分間のウォーキングおよびジョ
ギングを中心とした有酸素性運動， 分間の自
重負荷による筋力トレーニングおよびレクリエーシ
ョン運動， 分間の徒手体操やリラクセーショ
ンを中心とした整理運動とした ）．主運動の運
動強度は原則として ）による自覚的運動強度
（ ）を あた
りに保つよう指導した．また，教室開始から 週目
の間に心拍数測定器（ 社製）を用いて，主
運動実践が内臓脂肪に及ぼす影響
運動中の心拍数（ ）を確認した．なお，
群の対象者には，日常生活において原則として教
室前の食習慣を変えないよう指示した．
群の対象者は 年 月に筑西市保健セン
ターで開催された食事教室に参加した．食事教室は
週間であり， 回 分間，週 回の食事指導で構
成された．指導内容は栄養や食生活に関する講話お
よび実習であった．対象者には， 食あたり
を目標に，四群点数法 ）を用いて栄養バラ
ンスの良い食事を摂取するように指導した．具体的
には，毎食，第 群（乳・乳製品 卵）から 点（
），第 群（魚介類 肉類 豆・豆製品）から 点
（ ），第 群（野菜 芋類 きのこ・海藻類 果
物）から 点（ ），第 群（穀類 砂糖 油脂 そ
の他の嗜好品）から 点（ ）の範囲内で，対象
者自身が食品を選んで摂取するように指導した．ま
た，教室期間中，対象者には毎食の食事内容（メニ
ュー，食材，調味料など）を記録させ，その記録を
もとに栄養士，保健師および大学院生が必要に応じ
て個別に指導した．なお， 群の対象者には，日常
生活において，原則として教室前の運動習慣を変え
ないよう指示した．
．測定項目
運動および食事教室の前後で形態，全身持久性体
力，身体組成および腹部脂肪を測定した．また，教
室開始 週間前にエネルギー消費量，身体活動
量およびエネルギー摂取量を調査した．教室中のエ
ネルギー消費量，身体活動量およびエネルギー摂取
量は教室開始から 週目に調査した．以下に各
測定方法の詳細を示す．
．形 態
身長は身長計（ ，ヤガミ社製）を用いて
単位で測定した．体重は体重・体組成計（
，タニタ社製）を用いて 単位で測定した．
その際，着衣分の重量（ ）を測定値から
差し引いた． は体重（ ）を身長（ ）の二乗で除
すことにより求めた．
腹囲は非伸縮性のメジャーを用いて， 単
位で測定した．測定部位は臍位とし，立位呼息時に
度測定し，その平均値を採用した．その際，対象
者の前方および側方からメジャーが水平であること
を確かめた ）．腹囲の測定は教室前後ともに熟練
した検者 名が担当し，測定誤差が小さくなるよう
努めた．
．全身持久性体力
教室前後に，全身持久性体力の指標である最大酸
素摂取量（ ）を漸増負荷テストにより測定し
た．測定には （ 社製）
を用いた．サドル高は対象者の脚長に合わせて調節
し，ペダルが最下部に達したときに膝関節が大きく
曲がらないように設定した．運動中は心電図と
を心電計（ ，フクダ電子社製）で連続的に観
察し，データの収集とともに事故防止に努めた．運
動中の呼気ガスは自動呼気ガス分析器（
社製）を用いて分析した．呼気ガ
ス指標は 法により測定したが，
データの安定性を重視し，解析には 秒ごとの平均
値を用いた．
測定プロトコルとしては，摩擦抵抗をかけない状
態（ ）で 分間のウォーミングアップをおこなわ
せた後，症候性限界に達するまで毎分 ずつ
段階的に負荷を高める多段階漸増負荷法を採用し
た．負荷テスト中におけるペダルの回転数（
）は，電子メトロノームを用
いて で一定とした．すなわち， 分ごと
に増加する仕事率は ， および
（ あたりの距離）の積から約 （ ）
となる．症候性限界は， ）酸素摂取量（ ）の
（ひとつ前の負荷段階と比べた の上
昇が 以下）， ）呼吸交換比が 以
上， ）運動時の が予測最大 （ 暦年齢）
の 以上，の つの基準のうち つ以上満たして
いることを条件として決定した ）．また，負荷テ
スト中における不整脈の出現や負荷に対して回転数
が追いつかないなどの理由で，上記の条件を満たさ
ずに負荷テストを終了した対象者には と体脂
肪率（ ）から推定する計算式 ）を用い，個人の
を算出した．ただし，同一対象者には同一
方法で教室前後の を測定した．
エネルギー消費量，身体活動量およびエネ
ルギー消費量
エネルギー消費量および身体活動量は記録機能を
持つ 軸加速度計（ ，スズケン社製）を用
いて算出した．加速度計は性別，年齢，身長，体重
から基礎代謝量を算出し ），そこに上下方向の加
笹井，片山，沼尾，中田，田中
速度から算出される運動量を加算することでエネル
ギー消費量および身体活動量が求められる．教室前
および教室開始 週目のそれぞれ 日間を
測定期間とした．
日あたりのエネルギー摂取量は秤量法に基づく
日間の食事記録により調査した．調査に先立ち，
記録方法の詳細をすべての対象者に説明した．対象
者には調査期間中に摂取したものをすべて秤量し，
記録するよう指導した．秤量が困難な場合は食品
の製造会社名と分量を記入させた．調査日は休日
日，平日 日の 日間とし，可能な限り普段の日常
生活を代表するような平均的な日を選び，特別な行
事などを含む日は調査日に含めないよう指示した．
算出にあたり情報が不十分な場合は管理栄養士が個
別に聞き取り調査した．エネルギー摂取量の計算に
は，五訂増補日本食品標準成分表 ）を用いた．エ
ネルギー摂取量の分析は熟練した管理栄養士が担当
した．
身体組成
身体組成は，二重エネルギー 線吸収法（
社製）により測定した．測定項目は体脂
肪量（ ）および除脂肪除骨量（
）であった．また， を体
重で除すことで を算出した．身体組成の測定
に際しては，測定の 時間前から飲食を控えるよう
に指示した．測定前には身につけていた貴金属類を
外した上で，測定用の衣服に着替えさせた．測定姿
勢は仰臥位で，掌を下向きにしてベッドに密着させ
た．
腹部脂肪
腹部脂肪は （ ）画像の
分析により算出した． 画像は スキャン
（ 社製）により，仰臥位姿
勢で臍高位を基準位置として撮影した．各対象者の
画像を腹部脂肪算出専用ソフト（
システム社製）により分析することで内臓
脂肪面積（ ）および皮下脂肪
面積（ ）を算出した ）．
なお， を用いた の測定については，信頼
性と妥当性が報告されており ），日本肥満学会が
標準的な方法として推奨している ）．また， 枚の
画像から算出した が 全体をよく反映
することも報告されている ）．腹部脂肪の測定に
際しては，身体組成と同様に測定の 時間前から飲
食を控えるように指示した．
統計解析
各項目の測定結果は本文および表においては平均
値 標準偏差で，図においては平均値 標準誤差で
示した．教室前の各測定指標の群間比較には対応の
ない 検定を，教室前後の項目については対応のあ
る 検定を用いた．教室前後の各項目の変化につい
て， 群と 群の群間差を検証するために，時間お
よび群を要因とする二元配置の分散分析（
）に
より交互作用の有意性を検討した．また，体重およ
び の変化の影響を除外するために共分散分析
（ ）を施した．すべ
ての統計解析には （ 社製）を用い，統
計的有意水準は に設定した．
．結 果
各群の教室への出席率は， 群で ，
群で であった．また， 群における
主運動（ウォーキングやジョギング）中の平均 は
拍 分であり，予測最大 （ 暦年
齢）の に相当した．
教室前において，体重に群間差はみられなかった
が， には群間差がみとめられた（ ）．教
室前後で体重および は両群とも有意に減少し
た．また，二元配置の分散分析の結果，体重，
ともに有意な交互作用がみられ， 群に比べ 群で
大きく減少した． と同様に腹囲は教室前にお
いて群間差がみとめられた．教室前後では，両群と
も有意に減少した．しかしながら，教室前後の腹囲
の変化に交互作用はみとめられなかった．
教室前において， に両群間で有意な差は
みとめられなかった（ ）． 群において，
は教室前後で有意に増加したが， 群では
変化がみられず，有意な交互作用がみとめられた．
加速度計により測定した両群のエネルギー消費
量，身体活動量および秤量法により測定した両群の
エネルギー摂取量の平均値を に示した．教
室前のエネルギー消費量および身体活動量に群間差
はみとめられなかった．教室期間中， 群はエネル
ギー消費量，身体活動量ともに有意な変化を示さな
運動実践が内臓脂肪に及ぼす影響
（ ）
（ ）
（ ）
笹井，片山，沼尾，中田，田中
かったのに対し， 群はエネルギー消費量，身体活
動量ともに有意に増加した．また，エネルギー消費
量については有意な交互作用がみとめられた．
エネルギー摂取量については，教室前において群
間差はみとめられなかった． 群では，教室前後で
エネルギー摂取量に変化はなく， 群では，エネル
ギー摂取量が有意に減少した．二元配置の分散分析
の結果，両群のエネルギー摂取量の変化に有意な交
互作用がみとめられた．
， および は教室前において両群
間に有意な差がみとめられなかった（ ）．教
室前後では，両群ともに および が有意に
減少した．また，二元配置の分散分析の結果， ，
ともに有意な交互作用がみられ， 群に比べ
群で大きく減少した．一方， は両群ともに
教室前後で有意な変化がみとめられず，交互作用も
有意ではなかった．
腹部脂肪については，教室前において， に
有意な群間差がみとめられた（ ）．一方，
に群間差はみとめられなかった．両群ともに，
教室前後で および が有意に減少した．
二元配置の分散分析の結果， に有意な交互作
用はみとめられなかったものの， には有意な
交互作用がみとめられた． 群と 群で体重減少量
に差がみられたことから，体重減少量（ ），
または 減少量（ ）の影響を除外して
の減少を比較することを目的に，共分散分析
を施した．その結果，いずれにおいても の減
少に有意な群間差はみとめられなかった．同様に，
教室前の に対する変化率で比較しても両群間
（ ）
（ ）
運動実践が内臓脂肪に及ぼす影響
に有意差はみとめられなかった．
．考 察
本研究の目的は，中年肥満男性を対象に， の
減少が運動実践と食事改善で異なるか否かを検討す
ることであり，体重減少量が同程度ならば運動実践
では食事改善に比べ， が大きく減少するという
仮説を検証した． 週間にわたる運動実践および食
事改善の結果， の変化に 群と 群で有意差
がみとめられず，設定した仮説は採択されなかっ
た．この結果は負のエネルギー出納が，エネルギー
消費量の増加とエネルギー摂取量の減少のどちらで
もたらされても， の減少に違いがないことを
示唆するものである．
群ではエネルギー摂取量が変化せず，エネル
ギー消費量が増加し， 群ではエネルギー摂取量が
減少し，エネルギー消費量が変化しなかった（
）．このことから， 群は運動実践に伴うエネル
ギー消費量の増加によって， 群は食事改善に伴う
エネルギー摂取量の減少によって，それぞれエネル
ギー出納の不均衡がもたらされたと判断できる．す
なわち，本研究の目的である の減少が運動実
践と食事改善で異なるか否かを検証するために合致
したエネルギー出納の変化が対象者に生じていたと
笹井，片山，沼尾，中田，田中
考えられる．
の変化はエネルギー出納の変化と密接に関連
することから ），運動実践と食事改善の違いを比
較するにはエネルギー出納を同等に統制することが
望ましい．しかしながら，実際にはその統制は極め
て困難である．その理由として， ）自由生活下に
おけるエネルギー消費量を正確に測定することは困
難であること， ）教室介入によるエネルギー摂取
量の変化を厳密に捉えることは困難であること，の
点が挙げられる． ）に関しては，自由生活下に
おけるエネルギー消費量の妥当基準とされている二
重標識水（ ）法があるが，
が極めて高価であることから，多人数を対象
とし，かつ複数回の測定が必要な介入研究では，大
きな経済的負担が生じる．本研究で用いた加速度計
法は，自由生活下における測定法の中で 法に
次いで信頼性の高い方法であり，しばしば身体活動
量の定量を試みる質問紙の妥当基準に用いられてい
る ）．加速度計法は 法と相関が高いことが
知られているものの， 法に対して過小評価す
ることも報告されている ）．したがって，本研究
のエネルギー消費量も過小評価されている可能性を
否定できない． ）に関しては，本研究ではエネル
ギー摂取量を秤量法に基づく 日間の食事記録から
測定した．秤量法は栄養疫学的研究で用いられる食
物摂取頻度調査票の妥当基準とされていること ）
や，厚生労働省が実施する国民健康・栄養調査 ）
における栄養摂取状況の調査に用いられており，本
研究で採用可能な最善の方法と考えられる．しか
し， 日間の食事内容の報告が， 週間の食生活す
べてを代表しているとは考えにくい．例えば， 群
の対象者であれば，食事教室の初期においては食生
活の改善に不慣れであることが多く，目標の 日
よりも多くのエネルギーを摂取している
ことや，逆に目標値よりも極端に少ないエネルギー
摂取量になっていることも予想される．このような
実情を考慮し，本研究では食習慣が安定していると
考えられる時期（ 週目）に食事調査をおこなっ
たが，先に挙げた偏りを十分に取り除くものではな
い．このようなエネルギー消費量およびエネルギー
摂取量の測定に伴う困難さを考慮し，エネルギー出
納を完全に統制することは不可能であると判断し
た．そこで，本研究ではエネルギー出納を反映した
結果である体重あるいは の変化を制御変数と
して用い， の変化について検討した．
体重あるいは の変化を共変量とした共分散
分析の結果，両群間に有意な差はみとめられなかっ
た． ）は，中年肥満男性を対象に 日
のエネルギー摂取制限をする（
）群，運動実践により 日
のエネルギーを消費し，食習慣を変えない
（ ）群を設けた 週
間のランダム化比較試験をおこない，核磁気共鳴映
像法で測定した を比較している．その結果，
群は 群に比べ，全身の体脂肪が有意に大
きく減少したが， の減少に差はみとめられなか
ったことを報告している．これは，運動実践と食事
改善で の変化に差がないという本研究の結果
と一致する．
本研究は，運動実践および食事改善が の減
少に及ぼす影響について，日本人を対象に検討し
た数少ない研究である．先行研究において，田中た
ち ）は中高年肥満女性を対象に，食事改善，運動
実践およびそれらを組み合わせた 群を設け，
および血圧や血中脂質などの変化を検討している．
その結果，すべての群で が減少したものの，
群間の減少の程度に差はみとめられなかったと報
告している．しかしながら，この報告では，運動内
容が本研究と類似していたにもかかわらず，運動実
践群の体重減少が 以上であり，本研究の約
倍大きかった．また，介入前および介入中のエネル
ギー摂取量が報告されていない．そのため，詳細は
不明であるが，運動を介入した他の先行研究の結果
からみても，運動実践群における 以上の体重
減少は身体活動量の増加のみによる負のエネルギー
出納によってもたらされたとは断言できない．つ
まり，運動実践群において，食事改善によるエネル
ギー摂取量を減らした結果，体重減少が生じた可能
性がある．本研究は，負のエネルギー出納が 群は
運動実践により， 群は食事改善によりもたらされ
たことを確認していることから，先行研究の不十分
な点を補い，より確かな知見を提供したといえよ
う．
運動実践が の減少に寄与する可能性を示
唆している先行研究は数多くある．
）や ）の総説，
運動実践が内臓脂肪に及ぼす影響
）のメタ分析では，身体活動量の増加に
よる の減少が報告されている．日本人を対象
とした研究では， ）が 名の中年肥
満男性を対象に，日常生活で歩数を積極的に増やす
よう指導し， 年間継続させたところ， 日 歩
の増加がみられ，エネルギー摂取量は変化せず，体
重が ， は 減少したと報告してい
る．また， ）は， 名の中年肥満男
性を対象に，歩数増加を促したところ， 年後には
日約 歩の増加がみられ，エネルギー摂取量は
僅かに減少し（ 日）， は 減少
したと報告している（体重の変化は報告されていな
い）．高波たち ）は，平均 の中年男性
名を対象に， の の強度で 分のウ
ォーキングや自転車運動を 週間実践させたとこ
ろ，体重が約 減少し，対照群と比べて
が有意に減少した（ ）と報告している（エネ
ルギー摂取量は報告されていない）．先行研究の結
果を総括すると，運動実践により が減少する
ことが示唆されるものの，白人を対象とした研究に
比べ，日本人を対象とした研究はエネルギー摂取量
が調査されていない，またはエネルギー摂取量の減
少が影響し，運動実践のみによって に変化が
生じたと判断できないなど，不十分な点が存在す
る．本研究は，それらの点を考慮して，運動実践が
に及ぼす効果を検討したものである．
本研究の結果から，運動実践が食事改善に比べ，
体重の減少量は小さかったものの， の減少量は
同程度であり， 週間，週 回， 回約 分（主運
動は 分）の運動実践で，有意に が減少す
ることが明らかとなった．食事改善と同様に，運動
実践は動脈硬化性疾患のリスクが高いとされる内臓
脂肪型肥満の改善に有効な手段であることが示唆さ
れた．臨床の現場のみならず，健康つくりや疾病予
防を意図した活動をおこなう場合，運動実践と食生
活改善が主たる方法であるが，本研究の結果から，
運動実践によっても同程度の の減少を得るこ
とができ，それ以外にも糖尿病や総死亡の独立した
予測因子である全身持久性体力 ）の改善などの
健康利益を得られることが明らかとなった．また，
健康増進を志向する者の中には，食習慣を 変えた
くない 変えられない と回答する者が少なから
ず存在する．本研究の 群の対象者からも， 食事
を変えなくても良いので参加した ， お酒だけは絶
対やめられない などの声が聞かれた．そのような
志向を持つ者に対して， 食事改善をしなくても，
運動実践だけで十分な効果が得られる という，ひ
とつの基礎資料を示すことができたと言えよう．
今後の課題として，運動実践に伴う の減少
に貢献する決定要因を明らかにすることが挙げられ
る．考えられる要因として，年齢，性，人種，遺伝，
体脂肪分布，体力水準などが挙げられる．これらの
関与の程度が明らかになれば，動脈硬化性疾患の罹
患リスクが高い集団に対して，個人に適した効果的
な運動を提供するための基礎資料として活用するこ
とが期待できる．さらに， の減少に必要な身体
活動水準の目標値を提案することができるという点
で，公衆衛生学的な意義は非常に高い．このような
点に焦点を絞り，今後の研究を進める必要がある．
．結 語
本研究の目的は，中年肥満男性を対象に，内臓脂
肪の減少が運動実践と食事改善で異なるか否かを検
討することであり，体重減少量が同程度ならば運動
実践では食事改善に比べ，内臓脂肪が大きく減少す
るという仮説を検証した．その結果，以下の知見が
得られた．
）運動実践と食事改善に伴う内臓脂肪面積の減少
は体重および体脂肪の変化を考慮しても，両群
間に有意な差はなく，負のエネルギー出納が運
動実践と食事改善のどちらによってもたらされ
ても，内臓脂肪の減少に違いはないことが示唆
された．
）週 回， 回 分（主運動は 分）の運動実
践を 週間継続することで，内臓脂肪面積が食
事改善と同程度減少することから，内臓脂肪型
肥満者に対する介入方法として，食事改善と同
様に運動実践も有効であることが示唆された．
謝 辞
本研究は，研究拠点形成費補助金（ 世紀 プログ
ラム西平プロジェクト），筑波大学先端学際領域研究セ
ンタ （ー 田中プロジェクト）および厚生労働科学研
究費補助金（循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業）
の支援を受けておこなったものである．
（受理日 平成 年 月 日）
笹井，片山，沼尾，中田，田中
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）厚生労働省．平成 年 人口動態統計．
，（ ）．
）
（ ）
）
（ ）
）田中喜代次，田中英和，大蔵倫博，重松良祐，中西
とも子，下帯正直，渡邉 寛，檜山輝男．有酸素性
運動およびエネルギー摂取制限が腹部脂肪面積に与
える影響．肥満研究，（ ）， ， ．
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
文 献
）日本肥満学会肥満症診断基準検討委員会．新しい肥
満の判定と肥満症の診断基準．肥満研究，（ ），
， ．
）厚生労働省．平成 年 国民健康・栄養調査．
，
（ ）．
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
運動実践が内臓脂肪に及ぼす影響
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）田中喜代次，吉村隆喜，奥田豊子，小西洋太郎，角
田 聡，出村慎一，岡田邦夫． 水準以上の強度
を基準とした完全監視型持久性運動療法および不完
全監視型食事療法の併用が肥満者の健康・体力に及
ぼす影響．体力研究，（ ）， ， ．
）
（ ）
）香川芳子 編．五訂版 食品 キロカロリーガイドブッ
ク，女子栄養大学出版部，東京，（ ）．
）日本肥満学会肥満症治療ガイドライン作成委員会．
肥満症治療ガイドライン ．肥満研究，（ ），
，臨時増刊．
）
（ ）
）大蔵倫博，田中喜代次．自覚的運動強度を用いた全
身持久性体力推定法の総合的検討 最大下多段階漸増
負荷サイクリングテストを利用して．体力科学，
（ ）， ， ．
）厚生省．第五次改訂 日本人の栄養所要量，第一出版，
東京，（ ）．
）食品成分研究調査会 編．五訂増補 日本食品成分表，
医歯薬出版，東京，（ ）．
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）厚生労働省．平成 年 国民健康・栄養調査．
，
（ ）．
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）
（ ）
）高波嘉一，下光輝一，川合ゆかり，木下藤寿，茂原
治．肥満者の動脈硬化予防に対する運動トレーニン
グの新たな意義に関する検討 脂肪細胞由来抗
動脈硬化性因子（アディポネクチン）に対する運動
トレーニングの効果 ．デサントスポーツ科学，
（ ）， ， ．
）澤田 亨，武藤孝司．日本人男性における有酸素能
力と生命予後に関する縦断的研究．日本公衆衛生雑
誌，（ ）， ， ．
）
（ ）
